
奈良市住宅宿泊事業の実施の制限等に関する条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、住宅宿泊事業法（平成２９年法律第６５号。以下「法」という。） 

第１８条の規定に基づき、区域を定めて、住宅宿泊事業を実施する期間を制限するこ

とその他住宅宿泊事業の適切な実施に必要な措置を講じることにより、住宅宿泊事業

に起因する騒音の発生その他の事象による生活環境の悪化を防止することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法において使用する用語の例による。 

 （住宅宿泊事業の実施の制限） 

第３条 住宅宿泊事業（次の各号のいずれかに該当するものを除く。）は、別表制限区域

の欄に掲げる区域の区分に応じ、それぞれ同表制限期間の欄に掲げる期間においては、

実施してはならない。 

 (1) 法第１１条第１項各号のいずれにも該当しない住宅宿泊事業者が営む住宅宿泊事業 

 (2) 法第１１条第１項各号のいずれかに該当する住宅宿泊事業者が営む住宅宿泊事業の

うち次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するもの 

  ア 法第１１条第１項の規定による住宅宿泊管理業務の委託がされていること又は同

項ただし書に該当すること。 

  イ 届出住宅に係る住宅宿泊管理業務を行う住宅宿泊管理業者の営業所又は事務所

（当該住宅宿泊管理業務に従事する者が当該届出住宅である家屋、当該届出住宅と

同一の建築物内若しくは敷地内にある家屋又は当該届出住宅と隣接している家屋に

常駐する場合にあっては、当該家屋を含む。以下同じ。）から当該届出住宅までの

距離が片道２キロメートル未満であること。 

  ウ 当該営業所又は事務所において２人以上（イ括弧書に規定する場合にあっては、

１人以上）の者がイの住宅宿泊管理業務に常時従事していること。 

  エ 当該営業所又は事務所においてイの届出住宅に係る住宅宿泊管理業務に従事する

者及び当該届出住宅の宿泊者が通話をすることができる機器を設置していること。 

 （住宅宿泊事業を適切に実施するための体制整備） 

第４条 住宅宿泊事業者（住宅宿泊管理業務の委託がされた届出住宅において住宅宿泊事 

業を営む住宅宿泊事業者を除く。）は、法第８条から第１０条までに規定する義務の



履行が確保されるよう、次に掲げる基準に従って、住宅宿泊事業を適切に実施するた

めに必要な体制を整備しなければならない。 

 (1) 法第８条第１項の宿泊者名簿の正確な記載を確保するための措置及び法第９条第１

項の規定による説明に必要な機器、設備又は装置を有していること。 

 (2) 届出住宅の周辺地域の住民からの苦情及び問合せに適切かつ迅速に対応できること。 

２ 住宅宿泊管理業務の委託がされた届出住宅において住宅宿泊事業を営む住宅宿泊事業 

者が法第３４条の規定により住宅宿泊管理業者から交付される書面には、前項各号に

掲げる基準に準じて住宅宿泊管理業務を適切に実施するために必要な体制が整備され

ていることを確認するために必要な事項として規則で定めるものが記載されていなけ

ればならない。 

 （住宅宿泊事業者の公表） 

第５条 市長は、住宅宿泊事業者に関し、次に掲げる事項を届出住宅ごとに整理し、イン

ターネットの利用その他適切な方法により公表するものとする。 

 (1) 法第３条第２項の届出書に記載されている事項のうち市長が必要と認めるもの 

 (2) 法第３条第３項の書類に記載されている事項のうち市長が必要と認めるもの 

 (3) 法第１３条の標識に記載されている事項のうち市長が必要と認めるもの 

 (4) その他規則で定める事項 

（その他） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 （罰則） 

第７条 第３条の規定に違反して住宅宿泊事業を営んだ者は、５万円以下の過料に処する。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年６月１５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



別表（第３条関係） 

番号 制限区域 制限期間 

１ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条

第１項第１号に規定する第一種低層住居専用地

域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居

専用地域及び第二種中高層住居専用地域 

宿泊に対する需要が増大

すると認められる期間と

して規則で定める期間の

うち月曜日の正午から金

曜日の正午までの期間 

２ 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置

法（昭和４１年法律第１号）第６条第１項の規定

により歴史的風土特別保存地区として定められた

区域 

宿泊に対する需要が増大

すると認められる期間と

して規則で定める期間 

３ なら・まほろば景観まちづくり条例（平成２年奈

良市条例第１２号）第９条第 1 項の規定により奈

良町都市景観形成地区として指定された区域 

宿泊に対する需要が増大

すると認められる期間と

して規則で定める期間 

４ 次に掲げる施設の敷地（これらの用に供するもの

と決定した土地を含む。）の周囲１００メートル

以内の区域（当該区域内に旅館業法（昭和２３年

法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けて旅

館業を営む者に係る営業の施設が所在する場合に

おける当該区域を除く。） 

ア 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１

条に規定する学校のうち幼稚園、小学校、中学

校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校及び高等専門学校 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律

第７７号）第２条第７項に規定する幼保連携型

認定こども園 

ウ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

７条第１項に規定する保育所 

月曜日の正午から金曜日

の正午までの期間（この

項の制限区域の欄に掲げ

る施設の休業日の前日の

正午から当該休業日の翌

日の正午までの期間及び

国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日の

前日の正午から当該休日

の翌日の正午までの期間

を除く。） 

 

 


